
２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

所属部課名

―

手
段 件火災予防広報

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

火災件数
警戒広報

・適切な消火及び調査の実施
・予防広報及び警戒広報実施
・火災件数の公表

適切な消火を行うことにより他への延焼
拡大を防ぎ火災を最小限に止める。ま
た,危険要素を究明し火災予防施策へ反
映させる。火災発生時期等に広報車によ
る火災予防広報を実施。住民の要望によ
り罹災証明書を発行。火災件数を公表し
火災予防思想の普及啓発を図り高齢者
等を中心とする死傷者を減尐させるととも
に財産の損失を防ぐ。

予
算
科
目

会計
消防費

11,025 11,025

総
合
計
画

笠間市消防団
笠間警察署

消防本部　警防課
消防法、笠間市消防火災原因調査規程

継続

項

補助率

11,0251.470

人

火災予防広報

件

件

件

件
件

成
果
指
標

１8件増

21件増 28件減件

対
象
指
標

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

PR等を活用し前年度より火災件数の減尐に努める

27年度（計画）

―
火災事務事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
評価区分

評価外事業

平成26年3月31日
消防本部　笠間消防署

記入日
1

継続事業 継続事業

補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度

根拠法令常備消防費消防費
目

給料・職員手当等
細目名 関連計画

共催者・関係団体

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法
―

負担金の有無

３　【年度目標】

一般市民

火災件数の増減

【DO】事務事業の実施

22年度（実績）

千円

単位

千円

25年度（実績）

0

１　【事務事業の全体概要及び背景】

④
対象
指標
⑤

成果
指標

５　事務事業の目的と手段

警戒広報

一般市民

千円

単位

3.035

0

26年度（計画）

2,018

千円

千円 11,02517,625 22,763 11,025

18

22年度（実績）

13,793

23年度（実績）

47

39

13,793

29

0

11,025

0

11,025

68

22,763

24年度（実績） 25年度（実績）

55

17,625

28

63

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（実績）

1.57 11,775 1.47 11,025 2.35

0

22,763 1.470 11,0251.470

0 0

11,025

16件増

16件増

28,538

51

5件増

12

27,36528,019

25 25 25

35

27年度（目標）

35

26年度（目標）

2513

27,742

11,025

11,025

28年度（目標）

35

千円

千円

17,625

13件減12件増

火災予防広報

トータルコスト（ア）＋（イ）

指標区分

火災件数
活
動
指
標

警戒広報

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

３８件減件

人件費計（イ）

人
件
費

２　消防
１　消防体制の充実

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

２　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります

款

他課の協力分

千円

千円

千円

財
源
内
訳

国庫支出金

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

事
業
費

嘱託臨時

職員割合

時間外

県支出金

地方債

その他

件

件

単位

千円

千円

件

火災予防広報

火災件数の増減

警戒広報

件

人一般市民

・適切な消火及び調査の実施
・予防広報及び警戒広報実施
・火災件数の公表

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
上記に同じ



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

その他

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性
評価理由

資源配分

【CHECK】事務事業の一次評価

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

④取組状況

①改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案

名称

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》
効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

事務事業名

政
策
体
系

政策

事務事業番号

２　消防

【PLAN】事務事業の計画

評価外事業

総
合
計
画

2

人

人成
果
指
標

対
象
指
標

笠間消防署来庁者

市民の消防への理解を深める

事業費計（ア）

千円

千円

他課の協力分

千円

千円

千円

千円

その他

千円

一般財源

職員

24年度（実績）単位 22年度（実績）

④
対象
指標
⑤

成果
指標

５　事務事業の目的と手段

１　【事務事業の全体概要及び背景】

26年度（計画）

1,199

65,025

12

557

千円

千円

事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

20

33

17

1,199

32 32

12

735

事業費及び指標の推移

72,675人件費計（イ）

指標区分

回

人適切な市民への対応

25年度（実績）

65,025 57,975

活
動
指
標

40040019

単位

装備資機材の愛護的活用

人
件
費

時間外

職員割合

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

回

嘱託臨時

40 50

1,199

72,675

3535

28年度（目標）27年度（目標）

12

400

1,199

12

消防本部　総務課・警防課
笠間市消防署に関する規程、笠間市職員の人事評価に関する規程

72,675

72,675

12

1,199

12 12

57,975

0 0

7.730

0

72,6759.690

0 0

8.67

0

10.57 79,275 9.69 72,675 57,975 72,67565,025

千円

28年度（計画）

72,675

22年度（実績） 24年度（実績）

72,675

79,275

23年度（実績）

79,275

25年度（実績）

回
回

人

市民の消防への理解を深める

人

27年度（計画）

維持管理事業

３　【年度目標】

細目名 関連計画

―直営
実施手法

根拠法令

４　【事業費の内容（決算額）】

継続事業

終了年度

―

共催者・関係団体

―
負担金の有無

平成26年3月31日
消防本部　笠間消防署

継続

所属部課名

―
所管省庁

補助率

補
助
単
独
区
分

補助金の有無

記入日

後期基本計
画重点視点

千円

職員の能力向上及び市民の安全確保

0

23年度（実績）

【DO】事務事業の実施

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

9.690

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

適切な市民への対応
消防庁舎の維持管理

・消防庁舎及び備品の維持管理の実施
・消防用資機材等の管理運用
・人事評価に関すること
・各種受付、監視等の徹底

⑥
活動
指標

装備資機材の愛護的活用

人

笠間消防署来庁者

新規・継続
小政策
施策

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

２　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります

消防事務事業

評価区分

小施策

   財政逼迫の折、庁舎、備品等をなるべ
く長期間使用可能な状態に維持すべく、
適宜点検等を実施している。資機材の管
理運用については、市民の生命・身体・
財産を保護する為、常日頃から訓練等を
通し各種資機材に精通するとともに、機
能の保持に努めている。受付・監視等に
ついては、電話又は来客の際等に不愉
快な思いをさせないよう身なりを正し、電
話対応の際は自分の氏名を名乗る等接
遇を重視し、不審者等が侵入することの
ないよう監視に当たっている。人事評価
については、各職員の能力及び勤務実
績を踏まえ適正な判断により評価する。

予
算
科
目

消防費 消防費
款

継続事業
１　消防体制の充実

事
業
期
間

開始年度

給与・職員手当等
目

常備消防費
項

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

単位

9.690

1,199

会計

3019

35

72,675

26年度（目標）

72,675

72,675

1,199

・庁舎及び装備資機材の整備による適切な保守管理
・適切親切な来庁者・電話対応
・適切な人事評価による、職員の士気及び規律の向上

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
上記に同じ

消防庁舎の維持管理



事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

【CHECK】事務事業の一次評価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

資源配分

その他【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

名称

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

④取組状況



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

１　【事務事業の全体概要及び背景】

総
合
計
画

目
消防費 常備消防費

２　消防
１　消防体制の充実

項

市民生活の安心安全確保のため、
消防水利点検維持管理を毎年1回以
上実施し消防水利の維持に努め、火
災地震等の災害が発生した場合速
やかな消火活動により被害の軽減を
図る。

予
算
科
目

給料・職員手当等
細目名款

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

共催者・関係団体継続事業 継続事業

市民
５　事務事業の目的と手段

人
一般市民

目
的 基

消防水利点検

点検数の増減

6,5256,525

成
果
指
標

対
象
指
標

継続
終了年度

補助率

所管省庁
事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

平成26年3月31日
消防本部　笠間消防署

―

実施計画・事務事業評価共通調書

総合計画実施計画

政
策
体
系

政策

―
評価外事業

所属部課名

後期基本計
画重点視点

3
維持管理事業

消防水利施設等点検管理事業

消防法

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

記入日

評価区分 補
助
単
独
区
分

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

笠間市消防団

消防本部　警防課

直営 ―
実施手法

―
負担金の有無

単位

３　【年度目標】

26年度（計画） 27年度（計画）

9

手
段

基

0.870

25年度（実績）

事業費及び指標の推移

⑥
活動
指標

消防水利等点検維持管理
消火栓387基
防火水槽360基

6,5250.870

0

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（実績）

1.29

24年度（実績）

350

6,525

389

0

6,525

6,525

52

5,175 9,675 16,6882.225

28,019

26年度（目標）

6,525

0

6,525 0.870

0

28,538

385基減 39基増

27,742

0

6,525 6,52516,688

0

27,365

25年度（実績）

366

23基減

385 350

関連計画

6,525

根拠法令

6,52516,688

0

27年度（目標）

385

28年度（目標）

千円

千円

0.69 0.87

単位

735

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費

時間外

嘱託臨時

他課の協力分

職員割合

活
動
指
標

千円

千円

千円

5,227

5,227 9,675

基

9,675

22年度（実績） 23年度（実績）

消防水利点検

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

千円

小政策
施策

小施策
会計

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

④
対象
指標

火災を最小限に食い止めるため維持管理する

千円

千円

千円

消防費

２　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります

22年度（実績）

⑤
成果
指標

基

千円

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

市民

点検数の増減

人

・消防水利を各分団ごとに整理し、点検を実施する。
・点検後、不備な点は速やかに報告し改修を行う。

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
・上記に同じ



③前年度の改革・改善案

名称

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　維持管理に支障をきたし，市民に影響がでることが
考えられる。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

【CHECK】事務事業の一次評価



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

事
業
期
間

開始年度

評価区分

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

２　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります

救急事務事業

２　消防
２　救急救助体制の充実

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

回

回

人

件

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

時間外

千円

千円

千円

千円

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

実施手法

事業費及び指標の推移

目
的

事
業
費

0 0

千円

事業費 単位

千円

千円

回

件

千円

千円

33,750

37,650

37,650

33,750

救急件数

救急件数（増減）

資器材点検

救急月報作成(出動後含む）

市民数

県支出金

一般財源

事業費計（ア）

地方債

その他

千円

嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

37,6505.02026,588

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円

37,650

根拠法令

27,365

1,500

40,200 26,588

0

40

1,500

1,500

44件増

28年度（目標）

35件減

37,650

28,019

37,650

1,500 1,500

40

27年度（目標）

1,500

37,650 5.020 37,650

00

27,742

1,500

22件増

20

28,019

28年度（計画）23年度（実績） 26年度（計画） 27年度（計画）24年度（実績）

5.020

33

40,200 26,588

25年度（実績）

1,1751,131

25

5.36

37,650

4.50 33,750 5.02 37,650

1,500

0

3.545

40

1,500

0

40,200

1,544

22年度（実績） 23年度（実績）

1,544

40

1,166

1,508

1,144

1,508

活
動
指
標

25年度（実績）

救急訓練

24年度（実績）

22年度（実績）

1,500

【DO】事務事業の実施

一般市民

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

救急件数（増減）⑤
成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
―

負担金の有無
―

　救急車の適正利用ポスターを公共
施設等に配布し適正利用を呼びか
けた。
　救急隊員の救急処置の質の向上を
目指すとともに救急搬送の充実を図
る。
 毎月救急月報を作成し警防課へ報
告。

予
算
科
目

会計
消防費

継続事業 継続事業

記入日

―

継続

共催者・関係団体

新規・継続

細目名

平成26年3月31日
消防本部　笠間消防署

―

所属部課名

所管省庁義務的事業
事務事業番号

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

4

評価外事業

成
果
指
標

99件減

37,650

終了年度

26年度（目標）

補
助
単
独
区
分

単位
④

対象
指標

救急活動業務の充実

37,650

救急訓練
・救急搬送サービスの充実
・救急資機材等の運用管理
・救急件数の公表

救急月報作成(出動後含む）

救急件数

５　事務事業の目的と手段
人

件

市民数

総
合
計
画

笠間市女性消防団
KHS

消防本部　警防課
消防法

関連計画

補助率

款 項 目
常備消防費

３　【年度目標】

消防費 給料・職員手当等

１　【事務事業の全体概要及び背景】

件

対
象
指
標

28,019 28,019

回
資器材点検

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

回

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画

 20回
 12回報告

直営

  適正利用ポスター，ホームページを利用し，住民に適正利
用の周知を図る。
   訓練を実施し，救急隊員の救急処置の質の向上を図る。
   毎月救急月報を作成し警防課へ報告。

 上記と同様。

手
段 回



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

名称

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

１　【事務事業の全体概要及び背景】

消防費

5
記入日

評価区分

評価外事業

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

【DO】事務事業の実施

一般市民

救命率の向上を図る

目 細目名
根拠法令

単位

回

人

実施手法
常備消防費 給料・職員手当等

・普通救命講習会
・応急手当講習会
・AED講習会等の実施

応急手当講習会

普通救命講習会修了者

28,019

人⑤
成果
指標

12,0001.600 1.600

15,713

25年度（実績）

応急手当講習会

手
段

⑥
活動
指標

回

目
的

④
対象
指標

人

対
象
指
標

市民

活
動
指
標

25年度（実績）

５　事務事業の目的と手段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

普通救命講習会

28年度（目標）

市民

消防本部　警防課
笠間市消防応急手当の普及啓発活動の推進に関する要綱

700

負担金の有無

継続事業

関連計画

３　【年度目標】

事
業
期
間

共催者・関係団体

終了年度

笠間市女性消防団、か
さまハートサポーター

開始年度

―

継続
―

所属部課名

政策的事業

新規・継続

重要事務事業
総合計画実施計画

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

消防本部　笠間消防署
平成26年3月31日

　バイスタンダーCPRの実施状況を
向上させ市民の救命率の向上を図る

予
算
科
目

会計
消防費

款

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ―

30

26年度（目標）

2.0012,000

22年度（実績）

1.45 10,875 1.60

259

22年度（実績） 23年度（実績）

14

31

24年度（実績）

28年度（計画）23年度（実績） 26年度（計画）

15,713

12,000

15,000 2.095

33

651

12,000

28,01928,538

28

12,000 1.600 12,000

0 0

28,019

637

24

15 9

700

15,713

15,000

12,000

28,019

12,000

10

700700

27,365

15,000

12,000

10

27年度（目標）

12,000

30

10

12,000

30

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円 12,000

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策 ４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

２　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります

応急手当普及指導事業

２　消防
２　救急救助体制の充実

総
合
計
画

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

その他

時間外

一般財源

事業費計（ア）

施策

回

回普通救命講習会

応急手当講習会

千円

千円

地方債事
業
費

千円

千円

千円

27,742

11,134

0 0

継続事業

24年度（実績）

事業費及び指標の推移

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

27年度（計画）

小政策

11,134

小施策
項

千円

事業費 単位

千円

0 0 0

人

千円

千円

千円

人

300 300218 300351429

成
果
指
標

300

650

人

753普通救命講習会修了者

応急手当講習会

　市民・事業所・学生等に救命講習会を実施し，バイスタン
ダーを育成し市民の救命率の向上を図る
　女性消防団・笠間ハートサポーターによる講習会の補助の
結果，時間外の削減を図る

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
上記と同様



【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

【ACTION】事務事業の改革・改善

必
要
性
評
価

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

評価区分

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

総合計画実施計画

新規・継続

事務事業性質
重要事務事業

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

評価外事業
救助事務事業

千円

回

人

回

千円

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

その他

時間外

千円

千円

千円

68

193

14

件

件救助出動

各種訓練回数の増減

各種救助訓練

市民数

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

事
業
費

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

千円

地方債

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

298 300

28,87529,175 26,72326,541

510

24,898

根拠法令

200 200 200

28,875

28,875

27年度（目標）

26年度（計画）

26年度（目標）

28,875

28,875

事業費及び指標の推移

目
的

―
４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無実施手法

230

18

450

25年度（実績）

213

24年度（実績）

27,742

0

3.850 28,875

27,291

26,541 26,723

0

82

8

382

29,175

22年度（実績） 23年度（実績）

24,898

0

25,9503.463.28 24,600 3.85 28,875

0 0

28,01928,538

5回減

201

28,875 3.8503.85026,213

591

3.495

28,875

28,875

00

28年度（計画）23年度（実績）

20

負担金の有無

22年度（実績） 24年度（実績）

各種訓練を実施するとともに,複雑多
様化する災害に対応する必要な資
機材を整備し,迅速かつ適切に要救
助者を安全な場所へ救出する。

予
算
科
目

会計
消防費

１　【事務事業の全体概要及び背景】

継続事業 継続事業 共催者・関係団体

継続

目

２　消防
１　消防体制の充実

関連計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

記入日
事務事業番号

平成26年3月31日
消防本部　笠間消防署

―

所属部課名

―

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

小政策
施策

小施策

終了年度
補助率

開始年度２　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります 事
業
期
間

５　事務事業の目的と手段

6

各種訓練実施回
数２００回以上

３　【年度目標】
直営

政策

項

①対象
(働きかける相手・もの）

一般市民

救助活動業務の充実
各種訓練回数の増減

市民数

総
合
計
画

消防本部　警防課
消防法、笠間市消防救助業務規程

細目名
常備消防費消防費 給料・職員手当等

款

政
策
体
系

７増

―

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

人

回

20増成
果
指
標

手
段

【DO】事務事業の実施

件

28年度（目標）

回

27年度（計画）

件

対
象
指
標

活
動
指
標

25年度（実績）

ＰＡ連携出動

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

救助出動
ＰＡ連携出動・各種救出救助事故事例の対応訓練

・各種資機材の運用管理 各種救助訓練

各種資機材の取り扱い訓練及び管理。
各種救助訓練の実施。
迅速的確な救助活動により救出時間の短縮を図る。

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
上記と同様。
救助技術大会に向けての訓練。
（引揚救助・県大会）



③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果

③前年度の改革・改善案

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

【PLAN】事務事業の計画

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

１　【事務事業の全体概要及び背景】

消防費

7
記入日

評価区分

評価外事業

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

【DO】事務事業の実施

一般市民
市内事業所

火災から住民の安全を確保し、住民一人一人の防災
意識を高める

目 細目名
根拠法令

単位

134件

39件

104件

実施手法
常備消防費 給料・職員手当等

・各種事業所に対する査察の実施
・各種事業所に対し自衛消防訓練指導の実施
・一人暮らし高齢者宅防火診断の実施
・住宅用火災警報器の普及啓発
・建築確認等受付審査

自衛消防訓練
ひとり暮らし高齢者等防火診断

受付審査

防火対象物査察

6,000

219件⑤
成果
指標

22,3502.980 2.980

18,450

25年度（実績）

ひとり暮らし高齢者等防火診断

手
段

⑥
活動
指標

38件

目
的

8068人

④
対象
指標

436人

113件

対
象
指
標

市民

活
動
指
標

25年度（実績）

５　事務事業の目的と手段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

防火対象物査察

100

28年度（目標）

市民

自衛消防訓練指導

消防本部予防課　　
消防法、市火災予防条例、市火災予防違反処理規程、市火災予防査察規程

・設定件数１００％
（毎月１０件程度）
・実施予定件数
（福祉課予定分）
・申請件数

負担金の有無

継続事業

関連計画

３　【年度目標】

事
業
期
間

共催者・関係団体

終了年度

市内各種事業所、民
生委員　高齢福祉課

開始年度

―

継続
―

所属部課名

政策的事業

新規・継続

重要事務事業
総合計画実施計画

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

消防本部　笠間消防署
平成26年3月31日

   管内各事業所に対し、笠間市火災
予防査察規程に基づき防火対象物
の立入検査を計画的に実施し法令
等違反是正に努める。
　 また、一人暮らしの高齢者宅に民
生委員と共に出向き防火診断を実施
すると共に住宅用火災警報器の普及
に努める。
  各事業所を対象に、消火、通報、
避難の訓練を指導し防火意識の高
揚を図る。

予
算
科
目

会計
消防費

款

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ―

180

26年度（目標）

3.3022,350

22年度（実績）

2.81 21,075 2.98

22年度（実績） 23年度（実績）

110

195

24年度（実績）

94

28年度（計画）23年度（実績） 26年度（計画）

18,450

22,350

24,750 2.460

170

195

129

22,350

6,5568,403

116

180

22,350 2.980 22,350

0 0

6,000

219

219

100 104

180

18,450

113

24,750

22,350

6,000

22,350

100

180180

8,391

134

24,750

22,350

100

100

27年度（目標）

22,350

100

180

100

22,350

180

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円 22,350

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策 ４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

２　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります

予防事務事業

２　消防
１　消防体制の充実

総
合
計
画

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

その他

時間外

一般財源

事業費計（ア）

134件

施策

38件

39件防火対象物査察

ひとり暮らし高齢者等防火診断

千円

千円

地方債事
業
費

千円

千円

千円

6,000

110

21,075

0 0

継続事業

24年度（実績）

事業費及び指標の推移

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

27年度（計画）

小政策

21,075

小施策
項

千円

事業費 単位

千円

0 0 0

219件

自衛消防訓練指導 8068人

千円

千円

千円

436人

受付審査

113件自衛消防訓練

100 100104 10084110

2,500 2,500

成
果
指
標

94

189

104件

170防火対象物査察

ひとり暮らし高齢者等防火診断

8,0687,206 2,5006,556

・笠間市火災予防条例規定に基づいた防火対象物査察
・ひとり暮らし高齢者等防火診断
・住宅用火災警報器の普及活動
・消火・通報・避難訓練指導

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
上記同様



【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

【ACTION】事務事業の改革・改善

必
要
性
評
価

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

事務事業名

記入日
事務事業番号

―

8
評価区分

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

２　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります

総合計画実施計画

新規・継続

事務事業性質
重要事務事業

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

評価外事業
警防事務事業

人

回

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

23年度（実績）

0 0

30,347

4.02 30,150

22年度（実績）

その他

時間外

千円

千円

千円

回消防団各種訓練指導，ポンプ操法指導

千円

地方債

各種指導回数の増減

消防団員

千円

事
業
費

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

千円

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

31,875 31,875

31,875

根拠法令

31,875

27年度（目標）

26年度（計画）

70

26年度（目標）

0

4.250

70

事業費及び指標の推移

目
的

―
４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無実施手法

31,875

933

29,850

83

30,347

34,275

85

31,875

31,875

34,275

29,850

197

25年度（実績）

15回増

60

29,850

0

3.980

0

31,875

0

4.250

766

25回減

610

31,875

34,2754.57 31,875

31,875

28年度（計画）23年度（実績）

活
動
指
標

25年度（実績）

24年度（実績）

4.25 31,875

27年度（計画）

68

１　【事務事業の全体概要及び背景】

負担金の有無

22年度（実績） 24年度（実績）

予
算
科
目

会計
消防費

継続事業 継続事業 共催者・関係団体

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

開始年度

目

２　消防
１　消防体制の充実

関連計画

【PLAN】事務事業の計画

継続

平成26年3月31日
消防本部　笠間消防署

―

所属部課名

政策
小政策
施策

小施策

終了年度
補助率

事
業
期
間

8回増

３　【年度目標】

５　事務事業の目的と手段

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

  各消防団に消防署との連携が常に
一体となる様に火災を想定した中継
訓練を実施し，団員の団結の強固，
品位の向上を図るため規律訓練を実
施。
  また，県央地区ポンプ操法大会出
場分団へ約5ヶ月間にわたりポンプ
車操法の指導を実施する。

人

回

0

4.250

・消防団員等に対する各種訓練指導の実施
・消防ポンプ操法訓練指導の実施

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

直営

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

項

①対象
(働きかける相手・もの）

消防団

防火意識の向上により火災を減尐させる
各種指導回数の増減

消防団員

―

総
合
計
画

消防団、市内の自衛
消防隊

消防本部　警防課
消防法、笠間市消防警防規程

細目名
常備消防費消防費 給料・職員手当等

款

政
策
体
系

28年度（目標）

消防団各種訓練指導，ポンプ操法指導 回

対
象
指
標
成
果
指
標

手
段

70

・非常勤消防団等に対する各種訓練指導
・消防団ポンプ操法訓練指導

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
上記に同じ



③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

名称

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法



２　【H25事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

１　【事務事業の全体概要及び背景】

消防費

9
記入日

評価区分

評価外事業

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

【DO】事務事業の実施

一般市民
笠間市幼年消防隊

防火の意識付けを図る

目 細目名
根拠法令

単位

237人

実施手法
常備消防費

・ちびっ子消防隊の認定
・消防隊のPR

各事業所

7

160件⑤
成果
指標

7500.100 0.100

938

25年度（実績）

手
段

⑥
活動
指標

目
的

④
対象
指標

7件

対
象
指
標

各幼稚園・保育所

活
動
指
標

25年度（実績）

５　事務事業の目的と手段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

ちびっ子消防隊認定者数

28年度（目標）

各幼稚園・保育所

消防本部　予防課
笠間市消防署に関する規程

・市内各幼稚園保
育所の年長児童
すべて
・消防本部より配
布依頼されたす
べてのポスター

負担金の有無

継続事業

関連計画

３　【年度目標】

事
業
期
間

共催者・関係団体

終了年度
笠間市防火管理協会
笠間市危険物安全協会
笠間警察署、笠間市教育委員会

開始年度

―

継続
―

所属部課名

政策的事業

新規・継続

重要事務事業
総合計画実施計画

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

消防本部　笠間消防署
平成26年3月31日

  幼尐年防火クラブ（市内各幼稚園
及び保育所）の園児をちびっ子消防
隊として認定し、幼年期からの防火
に対する意識付けを図る。
　運動会、イベント等や各種事業所
等において、防火に関するPR活動を
実施。

予
算
科
目

会計
消防費

款

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ―

180

26年度（目標）

0.08750

22年度（実績）

0.15 1,125 0.10

22年度（実績） 23年度（実績）

180

24年度（実績）

28年度（計画）23年度（実績） 26年度（計画）

938

750

600 0.125

185

140

750

77

175

750 0.100 750

0 0

7

160

237

140

938

600

750

7

750

140140

7

600

750

27年度（目標）

750

180

750

180

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円 750

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策 ４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

２　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります

防火クラブ育成指導事業

２　消防
１　消防体制の充実

総
合
計
画

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

その他

時間外

一般財源

事業費計（ア）

施策

237人ちびっ子消防隊認定者数

千円

千円

地方債事
業
費

千円

千円

千円

7

1,125

0 0

継続事業

24年度（実績）

事業費及び指標の推移

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

27年度（計画）

小政策

1,125

小施策
項

千円

事業費 単位

千円

0 0 0

160件

千円

千円

千円

7件

成
果
指
標

140100各事業所

・笠間市内の幼尐年防火クラブ及び保護者、笠間市民に対
して直接指導し、防火意識を高めさせる。
・防火ポスターを各事業所に配布すると共に防火指導を行
う。

H26事業計画 H27事業計画 H28事業計画
上記同様



【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

【ACTION】事務事業の改革・改善

必
要
性
評
価

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》


